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　コンベンション開催が、その地域にもたらす経済的・社会的効果は極めて大きく、この効果に着
目する多くの都市はコンベンションによる街づくり、コンベンション都市構想を進めています。経
済状況が厳しい中、コンベンションの開催は地域経済活性化の手段の一つであります。
　しかしながら、各都市間においてコンベンション誘致競争が激化する中、さいたま市で開催決定
をしてもらうために他都市と差別化の出来る支援サービスが求められ、支援体制づくりを行うにあ
たっては、行政及び民間各分野からの理解と支援、特に地元経済界からの協力を頂く必要性があり
ます。
　そこで、当ビューローでは、コンベンションによる経済効果を把握し、これを示す事により、地
元経済界はもちろん行政および民間各分野に働きかけ、コンベンションの誘致を進めていきます。

はじめに



（１）目的

　　この調査の目的は、さいたま市で開催されたコンベンションの実態を計数的に把握し、

　コンベンションがもたらす経済効果を明確にする。

（２）対象

（３）時期

　平成19年 7月18日（水）・19日（木）

（４）会場

　大宮ソニックシティ

（５）方法

　に配布し、その後会場出口に備え付けた回収箱へ投函回収を行った。

（６）回収結果

配布枚数 637 枚

回収枚数 94 枚 有効アンケート数： 枚

回  収  率 15 ％ 有効アンケート率： ％

調査概要

　関東ブロック大会

　　調査方法は、コンベンションの主催者の協力により、配布資料のひとつとして参加者
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経済効果額総計 円
直接的経済効果総額 円

参加者による消費支出額 円
主催者による消費支出額 円

間接的経済効果額 円
生産誘発効果額（一次+二次) 円

一次生産誘発額 円
(一次生産誘発による付加価値額) （ 円 )
(新たな民間消費支出) （ 円 )
二次生産誘発額 円

その他の間接的経済効果額
所得形成効果額 円

一次所得増加額 円
二次所得増加額 円

税収増大効果額 円
個人税収増加額 円
法人税収増加額 円

雇用創出効果 人
一次雇用創出効果 人
二次雇用創出効果 人

生産誘発率(生産誘発効果額／直接的経済効果額計)

参加者１人当たりの経済効果額 円
直接的経済効果額 円
間接的経済効果額 円

8,150,669

8,198,606

41,579,710
14,703,052
8,353,052
6,350,000

5,919,764
2,230,905
233,120
157,896
75,224
3.24

26,876,658
26,876,658

65,274
23,082
42,193

18,678,052
8,118,239
8,062,500

1.83
0.58
2.66

経済効果推計結果



直接的経済効果(最終需要)
　効果額= 円
直接的経済効果=1.参加者関連による消費支出総額 + 2.主催者関連による消費支出総額

1.参加者関連による消費支出総額
支出総額= 円

参加者関連による消費支出総額＝(2)宿泊者消費金額+(3)日帰者消費金額

(1)宿泊者数および日帰者数

注：参加者数Ａ＝コンベンション主催者アンケートから算出
　：宿泊者数Ｂ、日帰者数Ｃ＝コンベンション参加者アンケートから推計

注：１人当たり消費金額Ｄ＝コンベンション参加者アンケート調査結果から算出
　：消費推計金額Ｅ＝１人当たり消費金額Ｄの小数点第九位までの数値をもとに算出

注：１人当たり消費金額F＝コンベンション参加者アンケート調査結果から算出

(2)宿泊者消費金額

384
2,741

(3)日帰者消費金額

38,078
271,645

1,571
714

(4)参加者（宿泊者＋日帰者）の消費金額合計
宿泊者消費金額合計(円) 日帰者消費金額合計(円)

38,078

消費金額総計(円)

70,778
7,078

1,157,217

Ｇ Ｈ＝（Ｅ＋Ｇ）
ー

155,711

8,353,052

494,029
89,888

271,6458,081,407

501,107
127,966

Ｅ
4,241,712
2,169,339 2,325,050

4,241,712

1,086,439

宿泊費
飲食費
土産購買費
遊興娯楽費
その他
計

71

155,711
70,778
7,078

その他
計 99

飲食費
土産購買費
遊興娯楽費 99

Ｃ
1人当たり消費金額(円)

Ｆ
消費金額(円)
Ｇ＝（Ｃ×Ｆ）

計

参加者数

宿泊費
飲食費
土産購買費
遊興娯楽費
その他

8,081,407

2,398
1,091
198

17,840.6

1,086,439
494,029
89,888

Ｄ Ｅ＝（Ｂ×Ｄ）
4,241,712
2,169,339

9,364
4,789

453 99

1人当たり消費金額(円) 消費金額(円)

宿泊者数(人)
Ｂ Ｃ

日帰者数(人)

Ｂ

453

日帰者数(人)

参加者数(人)
A
637

宿泊者数(人)

14,703,052

8,353,052

　：消費推計金額G＝１人当たり消費金額Fの小数点第九位までの数値をもとに算出

453



2.主催者関連による消費支出総額

支出総額＝ 円

注：消費支出金額＝コンベンション主催者アンケート調査結果から算出

会場利用費
事前会議費、事務用品費

1,200,000
6,350,000

0
0

0
1,200,000

消費支出金額(円)

参加者記念品、お土産等
アフターコンベンション、アトラクション等

　内　　容

6,350,000

タクシー、バス借上げ、観光視察輸送代等
受付、事務局スタッフ人件費

その他 その他

運営管理費

電話、ＯＡ機器、同時通訳機器、ＡＶ機器
広報資料作成費、会議資料作成費

看板製作、会場設営等
通訳、翻訳関連、速記、警備等

計

印刷製本費

事務局費

会場設備工事費
機材レンタル費

臨時雇用費
運送・輸送費

0
300,000

200,000
2,000,000

0
0

0
1,000,000
450,000

会場費

関係者負担分宿泊費

遊興娯楽費

関係者飲食費、参加者レセプション等
関係者交通費(出発から現地までの費用を除く)

飲食費
交通費
土産購買費



間接的経済効果(生産誘発効果)
　効果額= 円
間接的経済効果(生産誘発効果)＝1.一次生産誘発効果　＋　2.二次生産誘発効果

1.一次生産誘発効果
効果額＝ 円

注：最終需要額Ａ＝直接的経済効果（最終需要額）を支出産業別（32部門）の４部門に分類
　：生産誘発係数Ｂ＝逆行列係数列和（平成12年埼玉県産業連関表（32部門））

2.二次生産誘発効果
効果額＝ 円

(1)一次生産誘発額から生じた付加価値額
価値額＝ 円

(2)新たな民間消費支出
　支出額＝ 円

注：消費性向Ｆ＝民間消費支出（内生部門）／雇用者所得（内生部門）＋営業余剰

(3)二次生産誘発額(誘発効果額)
　誘発額＝ 円

注：Ｈ＝最終需要項目別生産誘発係数（民間消費支出部門の合計値）
　：逆行列係数列和平均Ｉ＝全産業における逆行列係数列和の平均値

3.生産誘発効果額総計(一次＋二次)
　総計＝ 円

8,198,606

逆行列係数列和平均 二次生産誘発額(円)
Ｉ Ｊ＝（Ｇ×Ｈ×Ｉ）

一次生産誘発額(円)
18,678,052

生産誘発係数

8,198,606

8,118,239

最終需要額(円)
Ｂ

1.267702738
1.306604968
1.242631059

0.993134123

3,914,288

1.279046546

18,678,052

消費性向

0.560381411

－

－

1.289187606

8,198,606

ＦＥ

8,198,606

26,876,658

8,118,239計

13,296,757

対事業所サ－ビス業

付加価値額(円)

対個人サービス業
計

8,062,500

1,467,007
 Ｃ

0

0.433498050

Ｄ

0.378039903
0.391396203

8,062,500

8,118,239

1,532,037
5,764,118

民間消費支出額(円)
Ｇ＝Ｅ×Ｆ

0

3,914,288

Ｅ＝Ｃ×Ｄ
822,083

付加価値額(円)

18,678,052
13,296,757

商　業
Ｃ＝Ａ×Ｂ

1,467,007
0運輸業

対事業所サ－ビス業
対個人サービス業

計

商　業
運輸業

一次生産誘発額(円) 付加価値率

Ａ
1,157,217

0
3,150,000
10,395,835
14,703,052

26,876,658

一次生産誘発額(円) 二次生産誘発額(円) 生産誘発効果額総計(円)
Ｃ Ｊ Ｋ＝（Ｃ＋Ｊ）

計

最終需要誘発係数

18,678,052

民間消費支出額(円)
Ｇ Ｈ
8,062,500 0.788776882

26,876,658

注：付加価値率Ｄ＝（雇用者所得＋営業余剰）／生産額（平成12年埼玉県産業連関表（32部門））



その他の間接的経済効果額(所得形成効果)
　効果額＝ 円
その他の間接的経済効果額(所得形成効果)=１．一次生産誘発効果による所得増加効果

 +２．二次生産誘発効果による所得増加効果

１．一次生産誘発効果による所得増加効果
効果額＝ 円

注：雇用者所得率L＝雇用者所得／県内生産額（平成12年埼玉県産業連関表）

２．二次生産誘発効果による所得増加額
効果額＝ 円

全産業雇用者所得率

注：全産業雇用者所得率Ｎ＝全産業雇用者所得合計額／全産業県内生産額合計

３．所得形成効果額総計（一次＋二次）
総計＝ 円

L
雇用者所得率

3,952,552
5,919,764

5,919,764

1,467,007
 Ｃ

一次生産誘発額(円)

703,9170.479831897
0

1,263,296

一次所得増加額(円)
Ｍ＝Ｃ×Ｌ

計

0.325003196
0.322739601
0.29725684613,296,757
－18,678,052

0
3,914,288

商　業
運輸業

対事業所サ－ビス業
対個人サービス業

計
Ｊ Ｎ

二次所得増加額(円)
2,230,905

一次所得増加額(円) 二次所得増加額(円) 所得形成効果額総計(円)

二次生産誘発額(円)
Ｏ＝Ｊ×Ｎ

8,198,606 0.272107822 2,230,905

計 5,919,764 2,230,905 8,150,669
Ｍ Ｏ Ｐ＝Ｍ＋Ｏ

8,150,669

8,150,669



その他の間接的経済効果額(税収増大効果)
　効果額＝ 円
その他の間接的経済効果額(税収増大効果)＝１．個人からの税収増大効果 ＋２．法人からの税収増大効果

１．個人からの税収増大効果額
効果額＝ 円

２．法人からの税収増大効果額
効果額＝ 円

注：税収係数Ｓ＝法人市民税調定額／産出額
　　産出額　＝　市内総生産　＋　中間投入

３．税収増大効果額総計（個人＋法人）
総計＝ 円

157,896

233,120

75,224

233,120

所得形成効果額(円) 税収係数

税収係数生産誘発効果額(円)
Ｋ Ｓ

注：税収係数Ｑ＝個人市民税調定額／雇用者所得額

個人税収増大効果額(円)
Ｐ Ｑ Ｒ＝Ｐ×Ｑ

計 8,150,669 0.019372164 157,896

Ｔ＝Ｋ×Ｓ

計 157,896 75,224 233,120

個人税収増大効果額(円) 法人税収増大効果額(円) 税収増大効果額総計(計)
Ｒ T Ｕ＝Ｒ＋Ｔ

計 26,876,658 0.002798846 75,224

法人税収増大効果額(円)



　効果額＝ 人
その他の間接的経済効果額(雇用創出効果)=1.一次生産誘発効果による雇用創出効果

 +２．二次生産誘発効果による雇用創出効果

効果　＝ 人

注：就業係数Ｖ＝平成12年埼玉県産業連関表から算出

効果　＝ 人

総計　＝ 人3.24

18,678,052

8,198,606

 Ｃ

Ｊ

0

Ｘ Ｙ＝Ｊ×Ｘ

就業係数(人/百万円) 雇用創出効果(人)
Ｖ Ｗ＝Ｃ×Ｖ

0.24
0.00

0.101311509

Ｗ Ｙ Ｚ＝Ｗ＋Ｙ

雇用創出効果(人)

0.40
2.03

0.070865365

雇用創出効果総計(人)

運輸業
対事業所サ－ビス業
対個人サービス業

0.078564417
1,467,007 0.162642362

二次生産誘発額(円) 就業係数平均(人/百万円)

13,296,757 0.152392471
3,914,288

0.58

商　業

　2.二次生産誘発効果による雇用創出効果

0.58

計 2.66 0.58 3.24

計

一次雇用創出効果(人) 二次雇用創出効果(人)

　3. 雇用創出効果総計（一次＋二次）

3.24
その他の間接的経済効果額(雇用創出効果)

－ 2.66

2.66
一次生産誘発額(円)

計

　1.一次生産誘発効果による雇用創出効果


